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１．研究成果の概要 

学長プロジェクト（プロジェクト１）を推進するように言われ、「公会計」について調査・研究を行ってい

る。分科会において、春学期を中心に毎月のように勉強会を続け、これらの分析を続けている。具体的には、

公会計制度導入による地方債の影響をみようとしているところである。ただ、現状、十分に有意な結果が得ら

れないため、少し苦慮している。原田（2022）などの研究論文を足掛かりにその方策をさぐっている最中であ

る。また、もう１つとして、公会計を取り扱っている自治体とそうではない自治体との差異を見出そうとデー

タ分析を重ねているところであるが、頑健性のある結果は今のところ得られておらず、さらに 2023 年度に継

続して取り組みたい。 

 一方で、地方債だけに注目するだけでは、十分な結果が得にくいことから、プロジェクト１のメンバーで地

方自治体の下水道会計に注目した研究をスタートさせた。春学期を中心に、グループでの勉強をはじめ、7 月

には市川市の担当者にヒアリング調査を実施した。ただ、これも金融的な観点からの研究の糸口を探そうとし

ているところであるが、困難に直面している。なぜなら、ヒアリング調査において、下水道事業における資金

調達も各自治体が調達するものと同様に取り扱われるため、下水道事業の状況が資金調達に影響をせず、下水

道事業の資金調達には本会計との差異はないとのことばを賜った。これは結果的に下水道事業にかかる起債に

おける資金調達コストは、下水道事業が影響するのではなく、各地方自治体の資金調達力に左右されることに

なるということである。ただ、この点について、実証的に検証をしたわけではない。そのため、この点を分析

しようと試みているところで、下記４．の事情もあり本年度の研究が滞っている状況である。 

 

２．著書・論文・学会発表等（査読の有無及び海外研究機関等の研究者との国際共著論文がある場合は必ず記載） 

【論文（査読あり）】 

 なし 

【著書・論文（査読なし）】 

 なし 

【学会発表等】 

 なし 

 

３．主な経費 

 公会計制度を導入しているのかどうかを、全国数百の自治体が出しているかどうかについてのデータ収集に

かかる費用に用いた。くわえて、先行研究を調査するための資料購入等に用いた。ただ、コロナの影響などで、

下記 4 の通り当初の予定通りに十分に進められていない。 

 

 



４．その他の特筆すべき事項（表彰、研究資金の受入状況等） 

 2022 年度も、商経学部の学部運営委員会委員に学部長指名によりアサインされ、さらに教育改革センタ

ーの学部の委員をはじめ様々な委員会に所属することになり、それらの業務に忙殺された。くわえて、2025 年

度に向けた学内の改革については、様々な活動を行った。特に、その調整やそのやりとりに大きな時間が割か

れた。会議のための会議、会議のための打合せなどがあり、研究時間を確保するという観点から、様々な困難

に直面した。また、様々な観点から精神的な問題にさらされた。さらに、コロナ下での授業展開で、不慣れ故

の、授業準備に多くのエンフォースメントを用いてしまい、十分に研究をすることができなかった。その結果、

お盆の休みを除いて、ほぼ出勤状況を見ていただければわかるが、週６日で様々な教育研究活動を行い、少し

でも計画の履行を図ったが、当初計画していたテーマについての研究時間を十分に確保するに至らなかった。 

 

 

 

（本文は 2ページ以内にまとめること） 

 

 


